
任の職務行動に bける学校経営計画の
規範性に関する研究

筑波大学 小島弘道

はじめに

筑出tA~教育学系学校経営研究室は1979年 12月に|学校経営計画についての調査j を実施した

(代表 e永向JI国)。調査のねらいは学校教職員がそれぞれ自己の職務活動のなかで学校経営計

画をどのように活用し，かつよりどころとしているかについて，その実態を明らかにし， もっ

て教職員の職務行動における学校経営計画の有効性と規範性を明らかにすることにあった。

本研究は，調査を実施するにあたり設定した理論仮説のうち，主任の職務行動の場面に限っ

て学校経営計画の有効性@規範性について明らかにするものであるO

(調査方法は郵送法である。千葉県の全小中学校のなかから 606校を無作為抽出した

(抽出率6 1. oJ~) 自答者は校長?教務主任，学年主任，一般教員で 1 校あたり 4 名の 2，4 2 4 

である。抽出率はそれぞれ 61.0タC:;， 6 1. 0 %， 1 4.9 %， 3.5;:主である。 回収率は87.3%)0

教職員の職務行動の規範

学校教職員がそれぞれの職務をしていく際，何をよりどころにしているかについての研究は，

乙れまで主として教育社会学の分野において見い出されるのみであるO しかも 9 こうした研究

は決して多いわけではなし、。むしろ，わずかしかないといった方が正確で、あるかもしれなし、。

このなかで，教職の準拠集団の研究は教職員の意識と行動のよりどころをよりトータルな場

面で(つまり 9 教職員の意識と行動に影響を与えるすべての場面@要因を考慮、に入れて〉明ら

かにしようとしているものである O 最近の研究にみると，たとえば， Iあなたは教師として，

自分の考えや教育実践の方向を決めたり，価値判断を下したりする場合， どんな集団や機関の

考え方をよりどころにすることが多いですか」としづ質問項呂を設定しその回答をとおして

教職員の意識と行動のよりどころのありかを明らかにするものである O ここでは， よりどころ

として職場の仲間，教え子，民間教育研究サークル， 日教組，教育ジ γ ーナリズムをあげてい

るo (1) 

教師の在会化にi却する研究でも， I意味ある他者Jの存在に注目し，それが教師になってい

くうえで与える力，影響力に関する研究(2)ゃ，新採用教師が職業的に社会化する過程での同僚

γ(;3) 
@先輩の位置に関す Q 研究 などもそうであるO

以とのほか，新採用教師の職務その他の行動において，相談する人，よりどころとする人を

(4) 
たずねた調査 もあるO
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これらの研究および調査は，教職員の意識と行動が何をよりどころとしているかについて，

より一般的なイメージを形成するのに役立っているO

ところで，学校経営研究において教職員の職務活動のよりどころを解明するとしづ作業は，

学校に毘有な活動(教育活動の特殊性)とそれに由来する学校経営のあり方が教職員の意識と

行動におけるよりどころの独自な内容を形づくっているのではないかという謀題を理

論的，実証的に明らかにするという作業を本来的に含むものであるO その意味で，これまでの

教職員の意識と行動のよりどころに関する研究は，われわれの研究関心・課題の解決のとっか

かり，端緒を提供してくれているとはし、えようが，教職員の職務の留有性とのかかわりにおけ

るよりどころを解明する作業の多くは今後に残されたままであり，かつ，その解明は今日の学

校経営研究にとって重要な課題であるといわなければならない。

教職員の職務活動における規範性に関する研究は，公的に活用もしくは規範とすべきだと考

えられているある特定の事項が教職員の職務活動にとってもつ規範性を実証的に明らかにする

(5)凡
ことによって可能となるO この種の研究では教育目標を事例としたもの， 子校内部規程を事例と

(6) む (7)~ "ゃ p

したもの， 進路お導を事例としたもの なとかあるo '-のうち，学校内部規患に関したもの

では，内部規程が実際の職務活動のなかでどのように受け入れられ，有効性と規範性を有して

いるかについての研究が含まれていれば，われわれの問題関心を展開するうえで貴重な先行研

究となりえるのであるが，各種の規程とし、う規範の形成や実態の分析が主となっており，その

効果についての考察はなされていなし、。われわれの研究のなかで発展させるべきひとつの課題

でもあろう。

教職員の職務活動における学校経営計画の規範性とし、うわれわれの研究関心にとって，多く

の示唆を受け，かつ学ぶべきものを多く提供してくれるのは各都道府県の教育研究所@センタ

(8)ヤ〉
ーによる調査@研究であるo '-'-での研究は真正由からわれわれの研究課題に取り組んでい

るというものではないが，部分的にしかなされていないものであっても先行研究として多七、に

援用してもよい質もっているO

教職員が職務活動におけるよりどころとしている状況は学校に盟有な活動とそれにもとづく

学校経営体制に基本的に条件づけられるO したがって， 本研究は教職員がよりどころとして

意識し，そこに行動の規範を求めている状況のなかに，学校経営の基本的な構図をそれ自体の

なかに描きうるわけで，学校経営の改善としづ現実的な効果をめざす研究として寄与しうるわ

けで、あるO

2. 主任の職務行動と学校経営計画の位蓋・機能

(1 ) 主任の職務行動の規範

主任の職務活動は基本的に二つの領域に区別することができるO ひとつは一般教師とi司じよ

うに子ども・青年に対する教育活動であり，もうひとつは学年，教科・領域，分担校務の部門
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活動を運営することであるO

これらのうち，前者の教育活動はそこに費される時間，エネノレギー，期待される職務等から

考えて主任の主たる活動であるといえるだろう。しかし主任の職務活動といった場合，後者

の活動の内容，それと関連づけられる組織上の地位，役割の特性を指しているわけだから，主

任の職務活動というのは教育活動そのものではなく，部門活動の運営におけるリーダー， とり

まとめ役としての働きに主に向けられるべきであるO かといって， こうした主任に固有な職務

活動をもって主任の職務活動を限定するわけにはいかなし、。主任にとって臨在な活動といわれ

るものは彼の実際の職務活動のごく一部に過ぎないからである。主任は一般教師と同様に，子

ども@青年に対する教育活動を職務としながら， しかし彼はそこに主任としての意識，自覚，

責任感を反映させ， もしくはそれらに支えられることによって， 教育活動においても一般教師とは

ひと味呉なる規範意識を形成しているのではないかと推測されるのであるO

1 9 7 5年 12月，学校教育法施行規則が改正され，主任職が法制的にその地位が確立され

ることになった。法制上の主任織の役割は，校長の監督を受けながら，当該部門の活動につい

て企画立案，部門の教職員に対する指導助言，教職員のあいだの連絡調整にあたるものとされ

た。省令化主任の職務はそれまでの職務とほぼ同じであって，その意味では学校の内部組織と

しての事実上の校務分掌を制度として追認して確立したにすぎないといってしまえばそれまで

かもしれなし、。しかし省、令化とし、う事実は主任の地位，性格，職務が行政当局の直接的な関

与@統制において確立されるということであるから，事実上の活動を形式のうえで明確にした

もので、それ以上のものではないというようには単純に割り切ることはできないであろう(この

理由については後述)。

主任は， こうして，依拠する職務上の一般規範が法制のなかに根拠をもつことになったこと

で，その職務活動の規範をこれまでとくらべて， より多く行政当局や教育管理職の方針@指示

に求める傾向が強まっていくかもしれなL、。制度化以前においても，一部の地方や一部の学校

では，主任はみずからの職務活動の規範を行政当局と管理職の方針@指示に求めていた事実は

たしかに存在していたからである。

制度化以前において，文部当局者は主任は中間管理職であり， したがって一般教師の職務上

の上司であるとし、う立場をとっていたし (9)制度化にあたって中間管理職化か否かが論議され

~ 1 ， _ -r-1 ，-J-_ U 0) た際，織務上の上司として職務命令を出せる地位にあると初中局長かいっていた ことを考え

れば，その後の文部大臣の見解や文部次官通選11)vこよってそうした見方をはっきり打ち消して

はいるものの，主任は行政当局，管理職の側にその活動の規範を求める可能性はつねに存在し

ているとみなければならないし，それ自身，管理職化への道へつらなることであるO

また，調整という機能のなかには「主任の主要な職務権限であるところの調整ということか

ら，やむをえない場合においては，命令指示も可能であり，そのことは調整という職務権限か

ω ら一応、導き出しうるj との立場をとる研究者もし、る。これは法制上，主在の職務とされる調

整そのもののなかに本来的に管理的な機能を含んでいると見るもので，当該部門の教師集団の

つωQd
 



意思と個々の教師の専門的意思以外のところに規範を求めようとするものであるO

主任の制度化によって，たしかにその職務活動の規範は教師集団以外の， より上位のものに

求める可能性への道をよりいっそう確実なものにしたということができるだろう。教頭職が法

制化(学校教育法で規定， 1 9 7 4年〉された時のように9 それ以前と以後の教頭の意識のな

~(1 3) 
かに児童生徒に対する関係意識は大きく変化した のと同様な変化が，主任の制度化を契機に

主任の意識のなかに見られると推測することも可能である(千葉県教職員組合は運動方針を

たてるにあたり，おおまかな調査をしたが，その変化が若干みられたという〉。

しかし，教頭職の法制化の場合にみられたような大きな変化は主任職の場合はなし、。という

のは主任が依って立つ組織基盤と活動基準が教頭の場合とは基本的に異なるからであるO 教頭

は法制化以前であっても，事実上の管理職的活動をしており 9 教育活動の担当もわずかで、あっ

たのに対し主任の主たる活動は制度化前後を関わず，子ども@青年に対する教育活動である

とともに，組織基盤も教育活動を直接な契機として結び合っている活動組織であるO このこと

は，おのずと主任の職務活動の規範についても法制上，行政上および管理職上の規範とは異な

る， もしくはそれだけではない，教育活動を基礎とする専門職的な規範を成立させる客観的な条

件を与えているといえるだろう。この規範は，時に，法制上，行政上，管理職上の規範に対し

てその自立を求めて自己主張するものである。

たとえば，学年主任はある学年の学級担任から構成される学年会のリーダーである O 彼の仕

事は学年会の活動を計画し，実施@運営していくうえで中心的な存在として学年会活動をとり

まとめていくことにあるO このとりまとめる仕事は学年会の教師集団の協議と合意による集団

的意思に根さeしているO しかも，個々の教師の学級経営と教育活動は，それらが自主的，自律

的な営みであるだけに，主任個人の患いや判断によるだけで学年会を運営することはむずかし

い。学年会は， したがって主任の仕事は教師一人ひとりの自主的，自律的な活動と判断を基礎

に成り立つものであるO

この意味で，学年主任の職務活動の規範は第一次的に学年教師集団の全体意思にあるといわ

ねばならなし、。学年主任は教育管理職の指示により，学年会に，あることがらの実施を求める

こともあろうが，それとて教師集団の合意を基礎としない限り効果的に実施できるものではな

い。仮りにそうしたとしても主任は教師集団からの批判を気にし，悩むかもしれないしまた

は教師集団と管理職とのあいだの緊張@対立に苦しむ事態にもなりかねなし、。やはり，学年主

任は学年教師集団の信頼と合意をとりつけることをとおして管理職の指示を実施に移さざるを

えないことになるO 学年教師集団の意思に基礎を壁かないで管理職におもねる主任は，彼み

ずから学年会のメンパーであり，かつ，みずから自主的，自律的活動の当事者であるだけに自

己の存在自体を否定することになりかねないのであるO

主任の職務活動の規範が第一義的に当該部門の集団意思のなかにあるといわれるのは以上の

理由によるものであるO

としても，学年主任の規範とするものは，いや，学年主任でなくてもすべての教職員にあっ

-93ー



てもその規範とするものは決して単ーではなし、。特定の事項を処理する際，最優先する単一の

これとて決して絶対ではなし、。さまざまな側前提とされるかもしれないが，規範が意識され，

比較的妥当と思われる規範が選択されて 9 意思決定の基準とされ

るとし、う場合が少なくないのであるO

主任が自己の職務活動(教育活動を含む〉を実践するにあたって規範としているものとして，

iill~こ思いをめぐらしながら，

以下の事項が予測しうるO

自己の方針@立場

教師集団の判断。合意分担校務の部111]の方針@申し合わせ，教科@領域，料

主任会の方針。決定

企画委員会の方針 e決定

職員会議の方針@決定

①

@

@

@

①

①

 教育管理職の方針@指示

学校経営計画(教育目標@経営方針@部門計画を含んだもの〉や内部規程① 

@ 学習指導要領等の学校活動の基準や行政方針

もしくはいくつかがよりどころとされると思われるOことがらによってはこれらのいずれか，

また，主任の種類によってもこれらのうちのいす'れに依拠するかは異なる。

これまで見たような主任の特殊性からして，①，①など全体の方針@決定そして指示に従い

とくに，①の学年会等の方針，申し合わせや，①の主任会の方針に直接的に依拠しなカLらも，

直接に表面化することを避けな

がらも①の自己の方針@立場において自己調整することにより実現されているのではないかと

の仮説が成立するO

これらは，そして，ながら職務を行なっているのではないか，

一般教師(ここには主任も含まれる〉の実践では，これまでの調査研究のなかでは，ただ，

学校経営方針に照らして実践を確かめて日常の指導活動を展開するにあたり年度の重点自標，

高校で70%それぞれいる状況は，時々確かめているとする割合は小@中学校で80%， 

この割合の高さは目標，方針が具体的であるかにしカミし，超えていることが報告されているO

日常の教育活動の中では協

{動体制を形成するための調整手段として絶えず働いているものではないが，方向づける機能を

(14) 
発揮しているJと分析されているO

学校経営方針は，このことから[年度目標，は関係がないとされ，

②の学年会等と，①の主任会の方針。決定が主任の職務活動のなかでどの程度の規範たりう

主任会を学校経営組織においてどのような位置と役割を担うものとしているかに多くるカミは，

けっこう強同僚意識高揚の場として，かかっているO 主任会はフォーマノレな場面では主任仲間，

し事↓をもつことになると忠われるからで、あるO としても，当該部門の教職員集団の判断@意思にフォ

ーマルには依拠せざるをえないという意味で，①の学年会等の部門の方針@決定が主任の職務

活動の基本的な規範であるということにはかわりはないであろう。

必然、的に主任活動のよりどころ学校経営計画iは学年計画などの部門計画を含むものだから，
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として位置づいてくるわけであるO

(2) 学校経営計画に対する主任の規範意識を規定する要因

学校経営計画は，その実態に郎していえば，学校がその目的を達成するために必要なさまざ

まな活動に関する年間計画(数年次にわたり構想することもある)というべきものであるO そ

れは，普通，学校の教育目標，学校経営の方針ーにはじまって，学校の沿革，授業時数，指導計

画，校務分掌計画，研修計画，防災計画などの部門計画等を含んでおり， 1-学校要覧J， I教

育計画J， 1-00の教育」などと呼ばれているものであるO

主任の職務活動は教育活動，部門活動の企画立案，関係教職員に対する指導助言，関係教職

員および部門外組織 e教職員(校長等の管理職も含む〉との連絡をとおした部門活動の調整に

大きく分けられよう。

これらのそれぞれの活動のなかで，学校経営計画を主任がし、かに活用しよりどころとして

いるかを考察するためには以下のような事項を関係@柔饗要因として一設定しておくこと泊還要である。

① 学校の条件

的規模

(ロ) 地域的条件〈都市部か農山村部か，父母 e地域の教育要求〉等

② 主任の種類

付) 主任の種類〈部門計画の種類)

例年齢@性別

① 主任の学校経営計画イメージ

④ 学校経営体制

付) 主任の経営計画作成への関与，作成パターン等の経営体制

(吋 校長の経営計画作成関与度

け経営計画への規範力付与の程度

(斗 主任の選出方法(一主任の性格〉

まず，①のなかの学校規模の要因との関係であるO

主任職の成立史を見ると，学校活動の肥大化，職能の分化， これらは学校規模が大き

いところでは学校経営の合理化という視点と結びついて主任職の誕生を促してきた。したがっ

て，規模が大きな学校では主任は大切な内部組織として考えられているO

たとえば，同一学年で五つの学級からなる学年の主任にとって，学年経営の仕事は，当然に

も計画と能率的な運営および、教職員間の意見の調整を伴ってくるO それは学年計画作成の必要

であり，それを基礎にした学年経営の確立で、あるO この場合，学年経営は学校の内部組織単位

として成立し独自な役割をもったものとして自立することになるO こうして， I向一学年の

学級数が少ない場合には，協調しやすいF 妥協しやすいとしづ事情が実際的にあるのに対し，

同一学年の学級数が多くなってくると， これが困難になるというきわめて当然、の論理が感ぜら
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れる。し、うなれば，それ故にこそ，学年主任の調整活動の必要性を増しそのリーダーシップ

の発揮が必要となるというものであるO 学年主任の役割として『ただなんとなくうまくやる』

とし、う段階から，異なった意見を合理的に調整する必要が，学年規模の拡大とともに，増すこ

む)
とを意味しているといえる i のであるO

学年経営の自立ということはそれ自身の立場と論理を主張することを意味すると同時に，学

校経営との有機的な関連で運営される， もしくはそうした意識のなかで運営せざるをえない状

況をつくり出すO

以上のように，大規模校にあっては，主任はみずから依拠する部門計画に従って運営する必

要が学校経営計画との有機的な関連でなされるのに対し，小規模校では，主任の依拠する部門

計画を大規模校の場合ほど意識することは少ないだろう。学校経営計画が部門計画をあいだに

はさまなくとも直接的に主任および関係職員のなかに浸透しているからである。つまり，学年

経営の自立がし、まだ不十分であるからであるO

第 2は主任の種類という要因との関連であるO

主任の責任対象の広さは学校経営組織における役割期待とからみ合って，おのずとその立場

にある者の意識に変化を与えてくる。たとえば，学年主任はある学年の運営に責任をもっ立場

にあるのに対し教務主任は学年，教科@領域のすべてを含む教育活動の全校的活動=教務に

かかわる計画，運営に責任をもってしる。こうした職務状況のちがし、(主任の種類)v工学校経

営計画に対してみずからそこに規範性を意識する程度や， したがって活用の機会にも影響を与

えることになる O

また，主任の年齢 e性7JIJとくに年齢も学校経営計画の活用に影響するだろう。ただ，主任の

年齢(教職経験)では，教務主任は若干，教職経験年数が高い傾向を示し，教科主任は低い

ω 傾向を示すほかは， 2 0年前後の教職経験で、あるから， 年齢との相関の有意義性はさほどな

いものと忠われる(都市部の学校や，教職員構成のアンパランスのある学校でvLたとえば学

年主任はひじように若くしてなるケースも多いことから， こうした見方も修正することも必要

になるかもしれなし、〉。

第 3は，学校経営計画に対するイメージ，受けとめ方であるO

学校経営計画をどのようなものとしてイメージしているかは，主任が部門計画の原案を作成

したり，職務活動のなかでそれを活用するうえで熱意のほど，打ち込みように影響を与えてい

ると忠われる。そこで，われわれは次のようなイメージを設定しているO つまり，

学校経営計画は，

① 学校経営について教職員が共通理解をもつためのものであるO

① 校長の教育方針，経営方針を教職員に浸透させるためのものである。

③ 教育委員会や父母などの学校外の機関や人々に学校の教育計画を示したものであるO

① 教職員がそれぞれの職務を遂行するさいの行動基準@指針を示したものであるO

① 校務が能率的に処理されるように校長の指導@監督上の基準を示したものである。
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学校経営計画はその本質をさくやれば学校の活動についての理念(呂標〉を実現していくため

の実施計画であるわけだが， r学校要覧」等にみられる学校経営計画は必ずしもそのような体
裁を整えているともいえないしまた，教職員が真に自己の活動規範だと受けとめているとは

限らないということが予想されるから， (4)の i-:教職員がそれぞれの職務を遂行する行動基準@

指針を示したものであるjというイメージをもっている比率は一般教師とくらべて主任におい

ては高くなることがあっても，比率自体はそう多くないことも考えられるO ただ，調査での質

問は現実の経営計画についての実態イメージではなく，理想としてあるべきイメージであるO

したがって， rそう思う」と回答する比率は高くなることは十分予想されるO しかし，その解
釈は職務活動における活用度，規範意識との関連でなされなければならなし、。

最後に，学校経営体制とし、う要因であるO

この要因はすでにみた学校経営体制の側面的~ωからとらえることができるO
学校経営計画作成への関与および作成ノ〈ターンは，学校計営計画のなかの当該部門

の経営計画に直接かかわる位置にあるから， これらは主任が活用し， よりどころとす

る状況に対する大きな影響要因となるものである。これらのことと関連して，校長の

原案作成(主として主任が担当〉に対する働きかけ，指導のあり方もまた，総じて学

校経営計画作成に対する校長の関与，およびその活用についての指導のあり方によっ

ても，主任が活用し， よりどころとする状況も異なってくる。

さらに，学校経営計画にどれほどの規範性を学校が付与しているか， もしくは要求して

いるかも影響要因であるO われわれは， この側面を，校長が学校経営計画を作成する過程での

関与のし方@度合や，校長自身がどんな場面で活用しているかの状況を考察することをとおし

て明らかにしていきたし、。

学校経営体制のなかの主任の選出方法とし、う側面であるが，これは主任をどう性格づけるか

という問題とも関係しており，時に決定的な影響力を有するものであるO

主任の選出方法は，文部省が各都道府県@指定都市教育委員会教育長に対して示した「公立

小中学校管理規則改正案J( 1 9 7 6年 1月29日)によると，

A案=当該学校の教諭の中から，校長の意見を聴いて，教育委員会が命ずる

B案=当該学校の教諭の中から，教育委員会の承認を得て，校長が命ずる

C案ごご当該学校の教諭の中から，校長が命じ，教育委員会に報告しなければならない

の3案であるO

調査対象の千葉県はC案に則っている〈後述)。

主任の選出が行政当局の手に渡ったことは，主任の性格と主任への職務期待がすで、に行政レ

ベルで決定されることを意味しているわけで，主任はその職務活動の実際において，学校経営

計画という，いわば学校活動の全体性を表現したものを背景に， もしくはそれをみずからの規

範として行動する傾向がでてくるのではないかと予測されるO ただ，教育活動は全体の計画に
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もとづきながらも，なお，具体的な場面では自主的で，自由な活動であることから，全体計画

とは相対的に独自な分野として自立しているO 選出方法の如何は主任みずからの教育活動，主

任固有な職務をより全体計画のなかで営み，意識する傾向を生み出すかどうかに多いにかかわ

ってくると忠われる。

千葉県では[当該学校の教諭の中から校長が命じ，教育委員会に報告しなければならないj

(千葉県@市町村立小学校及び中学校管理規則準則〉としづ選出方法を採っているO 校長が命

ずるといっても専決する場面はそう多くはあるまし、。主任の種類によって命じ方も異なってこ

ようし，また命ずる手続きもさまざまであろうと思われるO これらの選出手続きが主任をして

学校経営計画を規範として意識する程度に変化を与えているものと思われるO

3. 主任の職務行動における学校経営計画の有効性

(1) 有効性をたしかめる方法

学校経営計画が主任の職務活動のなかでどのような有効性を有しているかを明らかにするた

めに，有効であったかどうかをどのようにして判断するかとしづ問題を解決しておかねばなら

ない。

それぬ学~tJ休学手潟こそれまでをふり返ってなされる反省\評価のなかで、も行なわれるだろうが，

こうした評価はあまり現実的でないことが指摘されたり， また評価基準そのものを設定するさ

いに科学的方法がし、まだはっきりしたものがないことなどの理由により困難である。

学校経営計画そのものにあらかじめ客観的で，測定可能な評価基準を与え，主任の職務活動

のなかでその基準がどの程度，達成されたかをみる方法もあるが，この方法は，一見，客観的

で合型的な装いを示すが，教青活動の評価のむずかしさ， したがってそれをとりまとめ，運営

する活動の評価のむずかしさがあるため，なかなか実行に移しにくいところがあるO なにより

も主任の自己評価がここには予定されていなし、。

(学期末とか学年末ではないところの〉主任の自己評価は， 自演の職務活動の実際における

学校経営計画の活用状況， よりどころとしている状況の実態のなかに示されているとみること

によって9 有効性を考えるひとつのより確かな手がかりとすることができるのではないかと考

えられるO そこで，本調査においては，学校経営計画を活用している状況，それをよりどころ

としている状況を分析することにより，有効性を考えていくための方法と考えているO

活用の場面は主任が行なっている仕事のすべてにわたって設定した。つまり，ひとつはひと

りの教師として行なう職務，主として教育活動の場面である。つぎは，主任の盟有な職務とし

て行なう場面で、あって， これを企画立案，連絡調整，指導助言の 3つの活動場面に区別するこ

とにし主こ。ふつうにいわれている校長の補佐機能というのは，管理的機能を主任がみずから分

担するという色彩をもちやすいので，あくまでも部門の側にあるとする主任の立場の特殊性に

かんがみて意識的に省いているO それは第 2，3の機能でカバーできるO

-98-



(2) 教育活動での活用状況

教育活動の場面では，一般教師の活用状況と向じような傾向を示すと思われる。しかし主

任である立場上，学校経営計画に対する思い入れは一般の教師よりは若干強いだろうから，活

用はより積極的になると考えられる。そうはし、っても，北海道立教育研究所の調査研究で明ら

かにされているように[教師偲々はそれぞれ独自の異なる教職経験，教育活動のをも験，知識，

技術をもち，そこから生まれる指導観，要求，動機をもって自己の職務を遂行している面がか

なりあるO 例えば学級担任は，児童・生徒の実態をは握して自己の指導観に基づき，独自の主
(L7) 

体的な教育活動を営む要求をもっているjとしづ教育の特殊性から， 活用は教師個々の指導

方針との関連のなかでその積極性を評価しなければなるまし、。つまり，主任の行なう教育活動

の場面では，自己の指導方針や，経営計画化されていない学年経営の方針，申し合わせがより

強い行動規範となっていると想像されるのであるO

もしも，積極的な活用の実態があるならば，それは経営計画がまさに活用に耐えるものとし

て作成され， もしくはそこに強い規範性が付与され，そのための管理，指導体制が整えられて

いたり，教職員のあいだに共通理解ができ上っている状況が存在しているからだと思われる。

このように，教育活動の場面では，主任であることの立場が，ある程度，影響要因となりう

るが，それほど強いものではないとの予想をすることもできるのであるO

しかしこうした仮説はこれまでに見られる調査結果とは反対のことをいっているO たとえ

ば，教育目標を教育指導に十分生かしているとする教務主任は教師(主任も含む)8 5.9%に

対し 9 2.3 %を超えるとする研究闘がそれであるO しかし，この調査は新学習指導要領移行

期での試行的な取り組みのなかでなされたものとし、う特殊な事情を考慮しなければならなし、。

ふつうには，教育目標を自己の実践のなかに生かしているとするのはそう多くないと忠われる。

とくに教科指導ではそうである。ある小学校の教務主任でさえ「教育自標を設定しても，それ

は教師の教育実践の上にそう大きな効果はもってこなし、。効果よりもむしろ，個々の教師の倍

性的な教育実践を拘束することになりやすし、。大筋からいって，すでに教育基本法によって教

育の目的が明示され，学校教育法で学校毎の白的と目標が定められており，これをうけて学校

で教える教科ができているO しかもこの教科は人類の文化遺産の継承と発展を白指しているO

この教科をこそ徹底して教えて，教科の意義を発揮することに努めれば，教育の自的はおのず

から達せられるはずである。なまじ学校教育呂標などを設けて，その達成などとし、う体裁のよ

さそうなことにかかわろうとするために，かえって教科の意義の十分な発揮ができなくなるO

ω 月
教科の意義の発揮に徹することが大切だと思うJ と子校教育自標重視悪論をいっているO

また，校長から見て，教師の教育活動のなかに教育目標が十分生かされている割合は 30%に

側 {
満たないとの調査研究 もあって，数十の高低だけで、単純に判断することの危険性があって，

主任の主体性，彼の職務をとりまく条件との関連のなかで総合的に判断しなければならないで

あろう。

学年主任，教科主任，生活指導主任など教育活動をとりまとめてし、く立場にある主任は， 自
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己の個別的な教育活動においても学校経営計画に織り込まれている学年計画等の部門計画をよ

り意識して，それらに沿った活動をしていると思われる。というのは， これらの部門計画は，

突は彼自身のリーダーシップのもとで作成されたものであるということのほか，みずから計画

を実践してし、く模範たることを示すことが，立場上，要請されているためであるO

それに対し，藍接の教育活動をとりまとめていくことを主要な役割としない主任は，

自己の教育活動の展開に学校経営計画を自的意識的に活用していこうとする気構えは学

年主任等と比較して弱くなるということが予想されるO ただ， このなかにあって教務主任は教

務とし、う教育活動の全校的事項に関して指導的な立場にあり， これが古くから教頭に次ぐ要職

であると自他ともに認めてきている事情と重なり合って，まさに教務の主任の立場からくる活

用の積極性が見られるのではないかと考えられるのであるO

{間々の教育活動に関する学校経営計画の活用の程度に対しては，主任の性格や年齢および学

校経営計画に対するイメージという要因はそれほど大きな影響力を有していないと予想されるO

それに対し，主任選出の方法，学校経営計画への規範力付与の程度，作成への関与など学校

経営体制という要因は活用状況に大きく影響するものと思われるO このうち，規範力付与の程

度(実施可能であるかどうかの計画内容の適切性は関わないで，活動の基準として強く要求さ

れており，かつ，実施過程でも基準とされているかどうかの点検がなされることなどを含む)

は比較的大きな要因であろう。

ところで，教育活動の場面で経営計画を活用している程度はそのまま主任がそれをよりどこ

ろとしているというようにストレートに解釈すべきではなし、。直接の関連性がみられることも

あろう。しかし，一般に，活用とよりどころの程度との関連を解釈するには，経営計画の内容

そのものと主任の主体性，そして，教育活動の本質を吟味していくことが重要である O このこ

とについて，われわれの調査で、は， f-活用している， もしくは，活用していなのはなぜ、ですか」

という誼接的な質問項呂を用意してこれらのあいだの関連性を明らかにすることをしていなし、。

こうしう質問に対してはね返ってくる回答からはっきりした関連性がでてくるとは期待できな

いと考えたからであるO むしろ， これらの多くは学校経営計画(書〉の内容分析や教育活動に

ついての理論的考察，そこから一定程度導き出される教師の主体性の解明をとおして明らかに

なるのであるO

したがって，学校経営計画をよりどころとしている程度についての検討は新たな問題を設定

して考える必要があろう。

教科の指導では活用状況は，ほぼ， よりどころの状況と対応していると予想されるので，質

問項目としてこの場面はあえて設定していなし、。この場面は， どちらかというと教師個人のな

かに内面化された教育信念，力量，関心に負うところが大きし経営計画はあくまでもガイド

ラインとして受けとめられ， したがって， 百常的に意識されて活用されていない状況が描かれ

るO

質問項目として設定した学級の行事予定作成，学級だよりの発行，学級父母懇談会の活用に
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おいては，教科の指導場面とくらべて，経営計画を思い浮かべ，意識して対応してし、く場面で

あろう。つまり，学年での共向の方針@計画にもとづいて実施することが容易であり，かつま

た，そうすることが必要である活動であるので，たとえば， この活動でさえ， よりどころとす

る程度が少ないとするならば，こうした教育活動における学校経営計画そのもののあり方，意

義を問い返したり，計画内容自体の性格を改めて間い直す必要があると考えられるのであるO

教科指導以外の教育活動の場面でよりどころとしているものとして，① 自己の教育方針，

② 学年の申し合わせ，① 学校の教育目標@経営方針，のそれぞれについて， Iおおいによ

りどころにしている」から， Iほとんどよりどころとなっていなしづまでの 4段階の選択肢を

用意し，選んでもらうことにしずこ。予想される回答の傾向は①と②についてはよりどころとする

程度が強く， とくに②はそうであろう。ただ， I学年の申し合わせJを学校経営計ー画に含まれ

る部門計画をも意味すると受けとる回答者も予想されるが，そうであっても教科指導以外の場

面では，学年の方針と計画をみずからの活動のよりどころとする傾向が主任の意識において見

られるのではあるまいか。

(3) 主任に固有な職務における活用状況

〈企画立案活動のなかで〉

① 主任に固有な職務のひとつとされる企画立案は，当該部門の年間活動を計画する場合の

ほか， これを実施し，そのときどきの具体的な問題を解決するにあたっての計画化機能がある

(これはむしろ組織化機能といった方がよいかもしれなIt¥ ) 。

前者では，学校経営計画一この場合は主として教育目標，経営方針-(校長の指示や職員会議

で合意された方針をも含む〉を指すがーが多いに活用されることが予想される。つまり，当該

部門の年間活動計画は学校経営計画のなかに織り込まれている部門計画となり，その実施はみ

ずからリードする立場にあるからで，前年度の経営計画をはじめ，新年度早々，合意、された教

育目標，経営方針が多用されることになるO 活用の状況は，そのまま，よりどころの状況を示

すものと考えてよいだろう。

文部省の「中学校における進路指導の総合的実態調査J(1978年 11月実施〉によると，

3年担任の教蜘し学級の進路指導計画は学校全体の進路指導計画に基づいて作成することが

重要だと考える割合は 60.4%とそれほど高率ではなし、。反面，学級の進路指導計画は全

学級の進路計画に基づいて作成されているとする割合は 83.3%であるとの現状が示されてい

るO 主任の地位にある者は， この学年の進路指導計画をいっそう重視すると考えられるO 同時

に学校全体の計画の重視も強まるだろう。

学校経営計画の原案の検討・審議に部門計画の責任者として参加する主任については作成の

関与という要因との関連で活用の状況を分析する必要がある。

主任の種類も活用状況を規定する要因であるO 学校経営において主任はまったく向ーの役割

期待をかけられているというのは現実的ではなし、。役割期待が，事実上，異なっていることは

ーinu 
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経験のうえで知ることができるO

主任の選出方法，作成への関与@作成パターンなどの学校経営体制も以上のことと関連して

重要な規定要因であるO とくに，作成への関与・作成パターンの側面との関連は大きいと思わ

れるO

② 部門活動を運営し，そのときどきに必要な部門活動において，計画機能(組織化機能〉

は第]の場面での計画機能におとらず大切であるO

主任が部門のある具体的な活動を組織するにあたって，学校経営計画(部門計画〉のとおり

にやろうとしてもなかなかうまくゆくもので、はなし、。その活動が具体的であり，かっ，その実

施も学校の条件や教職員の意欲をベースとしてなされているから， これらのことに配慮して経

営計画を生かしていくという創造的計画化機能が実現されなければならなし、。

そのため，学校経営計画は部門活動のガイドラインとして機能している状況を予想すること

ができるO しかし，主任はその立場上，経営計画の基本方針を意識していることは事実であろ

うし，部F官j-画の全体構想を頭にスケッチしていることもまた確かで、あるO このため，経営計

画と直接に関連する活動にあってはそれを強く意識することは当然であろう。しかし計画との関連

がさほど明確でない活動を組織するにあたっては，そのときどきの関係教師の合意や申し合わせ

を規範とされることが多いと思われるO

以上のことを裏返していえば，部門の具体的な活動の計画化においては，経営計画はあくま

でもカイドライン的なものであり，実際に意識されるものは部門教師集団の意思や自己の方針

に求めている状況が予想されるO このことは経営計画以外の要閣(自己の方針・部門の申し合

わせ〉が主任の職務活動の規範となりうる可能性を示唆しているO

③ 活用状況に影響を与える要因としては主任の種類(部門計画の種類)，学校経営体制，

学校規模が考えられる。

主任の種類では，部門活動が教職員のより大きな自律性の上に成立する，つまり，教育活動

そのものであるならば，主任は教職員の自主的な判断と専門的意思によって内在的に制約され

るO 学校経営計画の存在は相対的に小さくなるといえるかもしれなし、。学年主任，教科主任の

活動ではそうであるO しかし生活指導主任のように学校全体の生活指導の場面でその活動が

成り立つ主任活動では学年主任などとは異なり，学校経営計画を活用したり， よりどころとす

る頻度もより多くなると考えられるO つまり，生活指導主任は特定の教師の，特定の学年の生

活指導を計画するというのではなく，学校全体の生活指導方針を立てることや，それを実施す

るうえでの計画にかかわった営みで、あり，個々の教師の専門的意思や自主的な判断が日常的に

フィードパックされるという関係のなかにあるわけではないからであるO

教務主任の場合は活用度が大きいことはすで、に見た教務主任の性格上，予想されることであ

るO

④ 主任の選出方法，規範力付与の程度，経営計画作成への関与とし、ぅ経営体制要因は，い

ずれも学校経営計画の活用度やよりどころの程震に大きく影響するO
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千葉県の選出方法はC案すなわち「当該学校の教諭の中から校長が命じ，教育委員会に報告

しなければならなしい、J(千葉県市町

校長の命じ方@方法，および校長が命ずるに至る選出プロセスが重要になるO この如何は活用，

よりどころにも微妙に影響を与えるO

経営計画作成への関与で、は，当該部門の計画作成の関与を①原案作成の段階，②審議@検討

の段階，③決定の段階，のそれぞれで「参加したJ， I参加しないJの選択肢を用意し，選ん

でもらうことにしており，また，意見の反映度では「とても生かされているjから[ほとんど

生かされていなしづまでの 4段階の選択肢を用意した。

主任が作成の各過程での参加度と満足度は，でき上った学校経営計画を活用する際，やはり

大きな影響要因となろう。とくに部門計画原案は主任がその立案においてリードするわけだか

ら，主任の意見の反映度が「とてもし、かされている」というならば，計画を活用することに積

極的となるのは当然であるO

く指導助言活動のなかで〉

主任職のひとつの働きとされる指導助主というのは，当該部門活動の計画，実施に関する事

項について，関係教職員に対して指導，助言にあたるということであるO 具体的には教育活動

(2D 
の場面，学年経営の分担活動の場面，研修の場面に対してであるO

指導助言の関係は，その本質において，指揮命令の関係ではなく，受け手の理解・合意がな

ければ成立しないものであるO 相互の信頼関係の上に，主任の人格，専門的力量， リーダーシ

ップはこの関係を成立させる絶対的な条件であるO 永井文相が，主任は国定せず，できるだけ

多くの教師が経験した方がよいと述べた(I調和のとれた学校運営についてJ1 9 7 5年〉こ

とからもうかがし、知ることができるように，主任職は比較的短期の役職かもしれないから，指

導助言関係はかなり不安定な，つまり，一方的な関係ではない相互的なものであるといえるだ

ろう。

この点，東京都都委が'78年 10月 1自の主任制施行を前に(9月4日)都教組に対して行

なった主任制運用の基本見解において， I指導，助言に当たっては，実践・体験を通しての情

報の提供・交換や相互啓発などを図るようにし，教職員の自発性，創造性を損なわないように

配慮すべきであるjとしているのは至極当然なことであったといわねばならなし、。

部門計画はその作成において，主任がかなりのリーダーシッブを発揮する状況と，それへの意

見の反映度も高いことが予想されるので，指導助言活動においてその活用はむしろ積極的にな

ると忠われるO この場合，計画が実行可能性が大きければ大きいだけ，その活用頻度は多いだ

ろう(調査では計画の質についてたす.ねていないので， ~Ij途，経営計画書を分析する作業を並

行させることが重要である)。

指導助言の場面での学校経営計画の活用において，年齢の要菌は心理的な安心感，信頼感と

いうことから影響力のあるものと考えてよいが，性差は関係性が薄いと想像されるO
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主任の種類では，学年主任などのように直接に個々の教師の教育活動をとりまとめていく任

務にある主任は，教育活動にそれ自身の間有な論理，体系が成立しているので，部門計画はま

だしも，教育自襟，経営目標など全体的なものは活用度が低くなることが予測されるO その他

の主任については比較的多く活用している場面が見られることだろう。

学校経営体制は大きな影響要因であるO

校長の力が強し、学校や，職員会議での合議による運営をしている学校を問わず，学校経営計

画が実行可能なようにつくられ，教職員はそれを実行すべきものとされ，実行されているかど

うかの点検もしくはお互いに実行のために努力する体制がつくられている学校ではp おのずと

主任は指導助言活動において経営計画を活用している機会が多いと忠われるO

主任の種類(機能〉によっても指導助言場面jでの活用状況， よりどころとしている状況も

異なってこよう。ただp たとえば，学年主任において，彼に期待する機能を指導助言とするの

は校長，教員いずれにおいてもごくわずかであるo I学級担任の特性を生かすJ， I学級間の
(22) ト

調整jへの役割期待が圧倒的であることが留立教育研究所の調査で明らかにされているo '-

のため「学年主任の役割としての指導助言機能は，必ずしも，明確に意識されていないように

忠われるjとしているO とすると，主任の主なはたらきとされる指導助言機能は現実には期待

されていないといえる O これは指導助言そのものの概念のあいまいさのほかに，教育活動の自

主性に向けられる指導助言のいみの存在可能性への疑問であるO

〈連絡調整活動のなかで〉

連絡調整とは他の部門@主任，校長@教頭等と相談したり，連絡をとり， H寺に指示@助言を

受けつつ，部門の教職員に対しては彼らの意思@意向を尊重，もしくは，みずからを含めての

会議によって部門活動を推進していく営みなのであるO

他の部門@主任，校長@教頭等との連絡のなかでは，当該部門活動と他部門活動および学校

全体の活動とに関係することであるため，経営計画が学校の全体活動の方針とプログラムであ

ることから，その活用の機会は多くなるとJigわれるO 部門計画以外については，比較的活用の

少ないと忠われる学年主任などでも全体計画@他部門計画を参考にすることが多くなるだろう。

たとえば，校長 e教頭の指示を当該部門に伝え，必要により協議する場面を想定してもらえば

よし、。

教務主任のように，学校の教育活動全体を対象とする主任にあっては，いうまでもなく活用

は積極的になるだろう。

部門外との連絡，調整を必要としない活動にあっては，それほど学校経営計画の活用は多く

ないと予想されるO とくに，学年主任等，教育活動とし、う個別的な活動に基礎を置き，その活

動が専門性と自律性を有しているところでは部門計画の利用は活発でないかもしれなし、。しか

し，部門計画の立案や，学期末..~二年末の反省@評価では活用度は大きいと思われるO

連絡調整活動との関連で，主任の学校経営計画活用に影響する要因としては学校規模，学校

44 
nu 



経営体制IJ(主任の選出方法，経営計画作成への主任@校長の関与，規範力付与の程度〉が考え

られる。

規模が大きな学校で、は，学年会，教科部会，委員会等部門組織の役割が相対的に増大，かつ

自立するから，他部門計画との関連は少なくなる可能性はあるが，学校の全体計画との関連は

つよく意識されるだろうから，主任は当該部門の活動を学校経営計画との有機的な関連で実施

することに努めることになろう。

控訴十[蝉ノ減への校長の関与の深さにつし、ては，たとえば，部門計画の原案作成者つまり主任に対し

て，かなり細部にわたり指導するところでは，部門活動に対する指導@監替(みずから直接行

なうか，教頭にまかせて間接的に行なうかは関わなし、〉は強くなるから，主任はこれを意識せ

ざるを得ず，結果としては計画の活用頻度が多くなるということであるO

作成への関与，規範力付与の程度は指導助言について述べたような影響要因となるO ただ，

他部門@主任，校長@教頭との関係場面で、は計画への意識@配慮、も強くなることは確かなよう

であるO

連絡調整活動は，すでに見たように，主任の組織上の地位 e役割そして権限を伴う活動である O

ために，主任の選出方法，それと 1*1連している主任の性格(管理的な位置にあるか，指導助言

的な位置にあるか，もしくは両者の機能をあわせもったものなのか〉が学校のなかでどのよう

にものとして存在しているかは学校経営計画を利用する方法と内容に大きな影響要因となるも

のであるO
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(6) 高野桂一著『学校経営の科学化を志向する学校内部規程の研究j(明治図書， 1 9 7 5年)
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育J1 9 7 9年4月20 s参照)
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(l曲 第 76沼通常国会での諸沢初中局長の答弁(1 9 7 5年 12月 12 El ) 

(11) 永井文相見解「調和のとれた学校運営についてJ (1975年 12月6日)，文部事務次

官通達!学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行についてJ ( 1 9 7 6年1月13日)

(12) 相良惟一著『法制化主任の職務と権限j(明治図書， 1 9 7 7年)156頁

(13) 全国公立学校教頭会の「教頭の職務に対する意識調査J(1971年度〉と[教頭の職務

内容に関する調査についてJ(1974年度)の比較考察によるO

(1-1) 北海道立教育研究所『学校教育目標達成過程に関する研究(その 3)J([i研究紀要』第

7 2号， 1 9 7 5年)5 3頁

(15) 国立教育研究所『学校の内部組織とその運営一小学校学年主任の役割-J ( r紀要』第70
集， 1 9 6 9年)4 4頁

(1日 文部省初中局財務課「小中高校主任設震に関する実態調査J (1975年〉から

(17) 北海道立教育研究所『研究紀要J(上掲)5 0頁

(1時 [11口県教育研修所「教育課程の編成・実施・評価に関する研究(1)J ( r研究紀要』第 89 
集， 1 9 7 8年)1 1頁

(19) 上滝@山村・藤枝共著『日本の学校教育目標J(ぎょうせい， 1 9 7 8年)1 8 7頁。教

務主任への面接調査からO

側 〈教育目標，経営方針の教育実践への活用状況(校長の考え)> 

活 用 状 況 校 数

十分生かされていると思う 2 8 8 ( 2 8.3% ) 

もヮと生かされる必要があると思う 6 7 3 ( 6 6.0% ) 

イ可ともいえない 3 7 ( 3.6% ) 
ー一一

不 明 2 1 ( 2.1 %)  

計 1，019(100%) 
一一一一一一一 一一一一一 一一 一一一一一一一一一一ー一一一一一一一一一-A-.
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(上滝・山村@藤枝上

掲共著， 1 8 6頁〉



。1) 国立教育研究所上:掲『研究紀要』のなかで従事率順位 13までの学年主任の指導助言活動
の領域は次のものとして示されている(2 1頁)。

①週授業案の作成@進度の調整，①補助教材の選定@活用，①学級@学校行事の計画と運営，

④学級@学年PTAの運営，①授業資料 eテスト問題等の作成と処理，①学級 e学年事務(

各種記録の整理保管，調査資料，学年共同物品の保管，会計事務など)，⑦学習指導計画案

の作成，③授業の指導方法，①学級生活指導の指導助言，⑬児童の成績評価，。教室の環境

整備，⑫学習指導目標の設定，⑬教員の研修

問 国立教育研究所『学校教育自標具体化に関する経営学的研究一中間資料(教育経営にI*Jす

る意識調査の結果 )-J(1977年)1 8 ~ 1 9頁。
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